
《本書で取り上げた新たな項目/例示（順不同）》

　石油・LPガス業界の視点に立って、内外の諸環境や市場に関するアップ

デートに加え、エネルギー全般及び石油・LPガス政策の動向、脱炭素化へ

の政府・民間での動き、災害・過疎化対策などの流通・小売政策の進展をき

め細かくフォローアップして各章にて紹介。

　とりわけ、2021年政府策定の第6次エネルギー基本計画と2030年エネル

ギー需給見通し以降の政策審議の主要な動きとそのポイントをカバー。

　◇　�コロナ禍とその後の経済回復、ロシアによるウクライナ軍事侵攻、

OPECプラスの生産調整など様々な要因で揺れ動いた世界の石油情勢

と国際原油価格の動向

　◇　�第6次エネルギー基本計画策定以降初となる、政府による石油製品・

LPガス需要見通し

　◇　�脱炭素宣言以降、具体化に向けて審議が続くエネルギー政策の検討状

況と、石油・LPガス業界でのカーボンニュートラル実現に向けた主

な活動

　　　➢　�その一環として、「石油業界のカーボンニュートラルに向けたビ
ジョン」の改訂内容

　　　➢　�脱炭素に向けた省エネやエネルギー転換等の移行に焦点を当て
た、石油分野におけるトランジション・ファイナンス推進のた

めのロードマップ

　◇　�国内石油製品価格の高騰対策としての、政府による激変緩和措置の内

容と小売価格の推移

　◇　�3次告示最終年を迎えたエネルギー供給構造高度化法の目標達成状況

と第4次告示の方向性の検討状況

　◇　�SS数の推移や経営状況など石油小売業界の実態と関連する政策の審

議・施行状況

　◇　�SS過疎地問題への対応のアップデートと、改訂された「SS過疎地対

策ハンドブック」の骨子
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